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論 文 内 容 の 要 旨 
 本論文は、高齢者がどのような生活情報を必要としているか、その要求構造を明らかにしたものであり、本
文は7章からなる。  
 第1章は、研究の目的について述べ、高齢者が必要としていると考えられる生活情報について45項目を設定
し、この45項目の生活情報項目を大都市から農山村に至る5地区の老人会参加高齢者を対象に調査した。 
 第2章は、各情報項目について生活情報要求度を算出し、男女別要求度のうち上位１分位を主要生活情報項
目とした結果、主要生活情報14項目が設定された。 
 第3章は、主要生活情報14項目について要求度の加齢変化について検討し、高齢前期は男女とも同程度だが
高齢後期前半は高齢前期に比べ男性側の要求度が高いことを示した。高齢後期後半には〈災害時の避難場所や
方法〉についての情報要求度が高いが余暇や税金などの情報要求度が大きく低下する。また男女ともに生活の
安全に関する情報、健康・救命情報に関する情報、および交流に関する情報の7項目が主要生活情報14項目の
中でも特に重要な生活情報項目であることを示した。 
 第4章は、家族形態の違いによる情報要求の差異について検討した。夫婦の場合に子どもが同居か否かに関
係なく、独居の場合と単身で子どもと同居の場合は大きな差異がないことを示した。なお、単身では〈－般道
路の通行条件や規制の情報〉についての要求度が夫婦に比べ低下し、夫婦に比べて単身では高齢後期が多くな
り、自家用車を運転する高齢者が少なくなることが反映することを示した。 
 第5章は、居住地類型による情報要求の差異について検討した。高齢前期の都市部と農村部には明確な差異
が少ないが、高齢後期は6項目の要求度が農村部で高く、これら6項目は、すでに加齢段階別および男女別に
要求度を検討し重要な情報項目とした7項目と重なり、都市部に比べ農村部のこれら6項目は情報提供支援シ
ステムの構築が強く求められていることを示した。 
 第6章は、生活情報の入手先を検討した。加齢とともにテレビ新聞等のメディアからの入手が減少し家族や
隣人からの入手が増加する。夫婦のみの揚合には夫は妻から情報を入手するが妻は夫から情報を入手すること
が少ない。単身で子どもと同居では女性は家族から情報を入手することが多いが男性が家族から情報を入手す
ることが少ないことを示した。 
 終章は結論で、第6章までの知見をまとめた。また、主要生活情報14項目のうち、重要と考えられる7項目
について情報提供支援システムの構築が今後の課題になることを示し、高齢者が情報機器を取り扱うことの困
難な現状を踏まえ人的情報提供の方法を提言した。 
 
 
 －432－
 －433－
論 文 審 査 の 結 果 の 要 旨 
 高齢者福祉政策の一分野として福祉情報の提供に関する研究が行われているが、健常高齢者が福祉情報を含
めて日常生活において必要としている種々の生活情報のうち主としてどのような生活情報を必要としているか、
という研究はまだ散発的、部分的にしか行われていない。健常高齢者が必要としている生活情報を提供するこ
とは、高齢者が介護を必要とする段階へ至るまでの自立的期間を延長するための介護予防政策の一つであると
考えられる。 
 本論文は、そのような視点から、大都市旧市街地から中山間地域農山村に至る居住地を５つに類型化し、そ
れぞれの居住地の老人会会員を対象にした調査を行い、生活情報要求を把握した。老人会会員を対象とした調
査であるため、アクティブな意見・考えが色濃く出ている面もあると思われるが、高齢者の生活情報要求を把
握する上での端緒を切り開いた研究と評価できる。 
 本論文は７章からなる。 
 第１章は序論で、研究の意義・目的を述べたあと、高齢者が日常生活で必要とすると考えられる情報内容を
45項目に設定した経緯について述べている。 
 第２章では、45項目の生活情報についての要求度を男女別に検討し、それぞれ上位４分位までの情報項目を
主要生活情報とし、14の主要生活情報項目を導き出した。 
 第３章では、主要生活情報14項目について、加齢に伴う情報要求度の変化について検討した。その結果、85
歳以上の高齢後期後半の40％以上が必要としている情報項目が７項目に絞られる経緯について述べている。 
 第４章では、主要生活情報14項目について、高齢者の家族形態の違いによる情報要求の差異について検討し
た。その結果、単身、夫婦のみとも、子どもが同居しているか否かにかかわらず、情報要求に顕著な差異のな
いことが判明した。本研究の開始にあたって、独居高齢者にはそれなりの生活情報提供システムが必要になる
のではないかと考えていたが、生活情報提供にあたっては独居という要素をとりたてて考慮する必要のないこ
とが判明した。 
 第５章では、主要生活情報14項目について、居住地類型の違いによる情報要求の差異について検討している。
その結果、85歳以上の高齢後期後半の40％以上が必要としている７つの情報項目が都市部に比べて農村部での
情報要求が高くなっていることが明らかになった。農山村の高齢者は、過疎地域としての全般的な生活不安を
かかえており、そのことが反映した結果と本研究は考察している。 
 第６章では、生活情報の入手先について検討し、加齢に伴いテレビ・新聞等のメディアからの情報入手が減
少し、代わって家族・近隣からの情報入手が増大する、という傾向を明らかにした。 
 終章は結論であり、各章で得た知見をまとめ、健常高齢者が介護を必要とする段階へ至るまでの自立的期間
を延長するための介護予防政策の一つとして、７項目の重要生活情報の提供が必要であるとした。それらは、
＜災害時の避難場所や方法＞と＜防犯知識や警察からの犯罪情報＞の生活の安全に関する情報、＜身体の不具
合時の対応や救命方法＞＜病気の時の薬や病院の情報＞＜健康増進や健康管理の健康情報＞＜介護保険や健康
保険の申請や利用＞の健康・救命情報、＜老人会・町内会の活動や参加案内＞の交流情報、である。また、こ
の７項目の重要生活情報について、民生委員等高齢者福祉支援担当者が安否確認に際してフェイストゥフェイ
スの情報伝達を行う必要性を提起した。 
 以上のように、本論文は、本学大学院生活科学研究科の研究目的の一つである居住福祉分野における生活改
善・向上に向けた学術的理論化に大いに貢献するものである。 
 本審査委員会は、以上の評価に基づき、本論文を博士（学術）の学位を授与するに値するものと認定した。 
